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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第65期

第３四半期連結
累計期間

第66期
第３四半期連結
累計期間

第65期

会計期間
自　平成28年１月１日
至　平成28年９月30日

自　平成29年１月１日
至　平成29年９月30日

自　平成28年１月１日
至　平成28年12月31日

売上高 （千円） 13,701,041 15,505,117 18,131,830

経常利益 （千円） 1,436,978 2,056,219 1,682,191

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 1,015,490 1,511,467 1,167,379

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 701,060 1,714,837 1,050,181

純資産額 （千円） 20,686,141 22,136,704 21,035,179

総資産額 （千円） 23,087,495 25,108,398 23,200,300

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 74.52 110.92 85.67

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 89.60 88.16 90.67

 

回次
第65期

第３四半期連結
会計期間

第66期
第３四半期連結
会計期間

会計期間
自　平成28年７月１日
至　平成28年９月30日

自　平成29年７月１日
至　平成29年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 19.16 40.59

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

 　　　 ２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　　　３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社における異動は、次のとおりであります。

（電気測定器事業）

　平成29年６月18日付でHIOKI EUROPE GmbHを新たに設立したため、第２四半期連結会計期間から連結の範囲に含め

ております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　　　当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　　　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において、当社グループが判断したものでありま

す。

 

（１）業績の状況

　日本経済は、円安基調と海外経済の回復に支えられ、緩やかな回復が続いております。国内市場におきまして

は、当社の主要顧客であります自動車及び電子部品業界における設備投資が堅調に推移いたしました。また、海外

市場におきましても、中国を中心としたアジア地域における設備投資が好調に推移しております。スマートフォン

に代表される携帯端末の高度化や自動車業界におけるEVへの転換、自動制御の導入が進み、電子部品、バッテリー

及びモーター等の需要が高まっております。これらの業界における生産ラインの強化や研究開発も活発になり、こ

の分野における当社計測器の販売は好調に推移いたしました。

利益面におきましては、継続的発展に向けた投資による固定費の増加はありますが、生産性の向上など体質強

化の取り組みを引き続き進めるとともに、新製品の投入、HIOKIブランドの浸透と顧客密着営業の展開により、売

上高を伸長させることで利益の確保に努めてまいります。

　このような経営環境の中、当第３四半期連結累計期間における業績は、売上高155億５百万円（前年同期比

13.2％増）、営業利益19億43百万円（同33.0％増）、経常利益20億56百万円（同43.1％増）、親会社株主に帰属す

る四半期純利益15億11百万円（同48.8％増）になりました。
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　当社グループにおける製品別の受注高及び売上高の実績は、次のとおりであります。

 

① 受注実績

 

 

前第３四半期連結累計期間
（自　平成28年１月１日
至　平成28年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成29年１月１日
至　平成29年９月30日）

増減

金額
（千円）

構成比
（％）

金額
（千円）

構成比
（％）

金額
（千円）

増減率
（％）

自動試験装置 1,369,563 9.9 1,433,024 8.8 63,461 4.6

記 録 装 置 2,853,875 20.7 3,074,154 18.9 220,278 7.7

電 子 測 定 器 5,498,295 39.9 7,282,077 44.7 1,783,782 32.4

現 場 測 定 器 3,098,908 22.5 3,459,372 21.2 360,463 11.6

周 辺 装 置 他 973,894 7.1 1,053,316 6.5 79,422 8.2

合 計 13,794,536 100.0 16,301,945 100.0 2,507,408 18.2

 

② 売上実績

 

 

前第３四半期連結累計期間
（自　平成28年１月１日
至　平成28年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成29年１月１日
至　平成29年９月30日）

増減

金額
（千円）

構成比
（％）

金額
（千円）

構成比
（％）

金額
（千円）

増減率
（％）

自動試験装置 1,485,589 10.8 1,568,871 10.1 83,281 5.6

記 録 装 置 2,784,540 20.3 2,948,719 19.0 164,179 5.9

電 子 測 定 器 5,419,143 39.6 6,675,311 43.1 1,256,167 23.2

現 場 測 定 器 3,080,281 22.5 3,306,313 21.3 226,032 7.3

周 辺 装 置 他 931,486 6.8 1,005,900 6.5 74,414 8.0

合 計 13,701,041 100.0 15,505,117 100.0 1,804,076 13.2
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　また、顧客の所在地別の受注高及び売上高の実績は、次のとおりであります。

　当第３四半期連結累計期間の海外売上高は、69億60百万円（前年同期比17.3％増）、海外売上高比率は44.9％

になりました。

 

① 受注実績

 

 

 

 

 

前第３四半期連結累計期間
（自　平成28年１月１日
至　平成28年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成29年１月１日
至　平成29年９月30日）

増減

金額
（千円）

構成比
（％）

金額
（千円）

構成比
（％）

金額
（千円）

増減率
（％）

国　　内 7,706,510 55.9 8,790,809 53.9 1,084,299 14.1

海 外

ア ジ ア 4,420,575 32.0 5,833,588 35.8 1,413,013 32.0

ア メ リ カ 973,199 7.1 897,066 5.5 △76,132 △7.8

ヨ ー ロ ッ パ 416,327 3.0 509,989 3.1 93,662 22.5

その他の地域 277,924 2.0 270,490 1.7 △7,433 △2.7

計 6,088,026 44.1 7,511,136 46.1 1,423,109 23.4

合　　計 13,794,536 100.0 16,301,945 100.0 2,507,408 18.2

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２．各区分に属する主な国又は地域

（１）アジア ……………… 中国・韓国・台湾・東南アジア・インド

（２）アメリカ …………… 北米・中南米

（３）ヨーロッパ ………… ドイツ・イタリア・オランダ

（４）その他の地域 ……… 中近東・オーストラリア・アフリカ

３．受注高は顧客の所在地を基礎とし、分類しております。

 

② 売上実績

 

 

 

 

 

前第３四半期連結累計期間
（自　平成28年１月１日
至　平成28年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成29年１月１日
至　平成29年９月30日）

増減

金額
（千円）

構成比
（％）

金額
（千円）

構成比
（％）

金額
（千円）

増減率
（％）

国　　内 7,768,294 56.7 8,544,590 55.1 776,296 10.0

海 外

ア ジ ア 4,437,236 32.4 5,334,603 34.4 897,366 20.2

ア メ リ カ 840,471 6.1 904,105 5.8 63,634 7.6

ヨ ー ロ ッ パ 399,069 2.9 479,297 3.1 80,227 20.1

その他の地域 255,969 1.9 242,520 1.6 △13,448 △5.3

計 5,932,746 43.3 6,960,526 44.9 1,027,779 17.3

合　　計 13,701,041 100.0 15,505,117 100.0 1,804,076 13.2

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２．各区分に属する主な国又は地域

（１）アジア ……………… 中国・韓国・台湾・東南アジア・インド

（２）アメリカ …………… 北米・中南米

（３）ヨーロッパ ………… ドイツ・イタリア・オランダ

（４）その他の地域 ……… 中近東・オーストラリア・アフリカ

３．売上高は顧客の所在地を基礎とし、分類しております。

 

（２）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（３）研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、16億97百万円であります。

　なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 40,514,000

計 40,514,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成29年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年11月１日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 14,024,365 14,024,365 東京証券取引所市場第一部 単元株式数100株

計 14,024,365 14,024,365 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成29年７月１日～

平成29年９月30日
－ 14,024,365 － 3,299,463 － 3,936,873

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成29年６月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

 

①【発行済株式】

平成29年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）  普通株式    397,700 － －

完全議決権株式（その他）  普通株式 13,592,800 135,928 －

単元未満株式  普通株式     33,865 － －

発行済株式総数 14,024,365 － －

総株主の議決権 － 135,928 －

 （注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が300株含まれております。また、「議決

権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数３個が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成29年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

日置電機株式会社 長野県上田市小泉81番地 397,700 － 397,700 2.84

計 － 397,700 － 397,700 2.84

 （注）当第３四半期会計期間末日現在の自己株式数（単元未満株式は除く）は、397,700株であります。

 

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

役職の異動

新役職名 旧役職名 氏名 異動年月日

取締役常務執行役員

管理担当　兼　人事部長

取締役常務執行役員

生産、管理担当
巣山　芳計 平成29年７月１日
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成29年７月１日から平

成29年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成29年１月１日から平成29年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、太陽有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成28年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,629,534 6,652,958

受取手形及び売掛金 2,121,471 2,416,294

商品及び製品 529,278 640,236

仕掛品 366,919 444,044

原材料及び貯蔵品 1,156,944 1,146,189

繰延税金資産 22,805 207,564

その他 239,314 277,362

貸倒引当金 △1,581 △1,882

流動資産合計 10,064,685 11,782,767

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※１ 6,862,869 ※１ 8,034,136

機械装置及び運搬具（純額） 505,970 402,466

工具、器具及び備品（純額） 797,731 784,924

土地 ※１ 1,896,179 ※１ 1,896,179

建設仮勘定 833,822 4,900

有形固定資産合計 10,896,573 11,122,607

無形固定資産   

ソフトウエア 725,832 662,972

その他 32,003 4,941

無形固定資産合計 757,836 667,913

投資その他の資産 1,481,205 1,535,110

固定資産合計 13,135,615 13,325,631

資産合計 23,200,300 25,108,398
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成28年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年９月30日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 380,809 570,491

未払法人税等 176,831 511,789

賞与引当金 － 468,117

役員賞与引当金 － 27,013

その他 763,191 556,605

流動負債合計 1,320,832 2,134,016

固定負債   

役員退職慰労引当金 67,760 －

繰延税金負債 10,624 23,527

退職給付に係る負債 482,284 498,145

その他 283,619 316,003

固定負債合計 844,288 837,677

負債合計 2,165,121 2,971,693

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,299,463 3,299,463

資本剰余金 3,936,881 3,936,881

利益剰余金 14,330,608 15,228,875

自己株式 △762,272 △762,385

株主資本合計 20,804,680 21,702,835

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 266,551 453,128

為替換算調整勘定 141,134 146,161

退職給付に係る調整累計額 △177,186 △165,421

その他の包括利益累計額合計 230,499 433,869

純資産合計 21,035,179 22,136,704

負債純資産合計 23,200,300 25,108,398
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成28年１月１日
　至　平成28年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成29年１月１日
　至　平成29年９月30日)

売上高 13,701,041 15,505,117

売上原価 8,293,816 8,935,083

売上総利益 5,407,225 6,570,033

販売費及び一般管理費 3,946,204 4,626,407

営業利益 1,461,020 1,943,626

営業外収益   

受取利息 3,734 1,999

受取配当金 43,951 45,969

受取家賃 5,838 5,956

助成金収入 24,288 33,499

雑収入 36,959 47,954

営業外収益合計 114,772 135,379

営業外費用   

支払利息 3,591 3,569

売上割引 66,134 7,217

為替差損 67,991 10,153

雑損失 1,098 1,845

営業外費用合計 138,815 22,786

経常利益 1,436,978 2,056,219

特別利益   

固定資産売却益 － 4,776

投資有価証券売却益 200 －

国庫補助金 131,500 －

特別利益合計 131,700 4,776

特別損失   

固定資産除却損 3,234 7,839

固定資産圧縮損 126,289 －

関係会社株式売却損 15,451 －

会員権評価損 － 7,020

和解金 － 9,964

特別損失合計 144,975 24,823

税金等調整前四半期純利益 1,423,702 2,036,172

法人税、住民税及び事業税 557,636 697,996

法人税等調整額 △151,075 △173,292

法人税等合計 406,561 524,704

四半期純利益 1,017,141 1,511,467

非支配株主に帰属する四半期純利益 1,650 －

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,015,490 1,511,467
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成28年１月１日
　至　平成28年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成29年１月１日
　至　平成29年９月30日)

四半期純利益 1,017,141 1,511,467

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △89,624 186,577

為替換算調整勘定 △230,125 5,026

退職給付に係る調整額 3,668 11,765

その他の包括利益合計 △316,080 203,370

四半期包括利益 701,060 1,714,837

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 697,014 1,714,837

非支配株主に係る四半期包括利益 4,045 －
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（連結の範囲の重要な変更）

　平成29年６月18日付でHIOKI EUROPE GmbHを新たに設立したため、第２四半期連結会計期間から連結の範囲

に含めております。

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を第１

四半期連結会計期間から適用しております。

 

（役員退職慰労金制度の廃止）

　当社は、平成29年２月24日開催の第65期定時株主総会において、役員退職慰労金制度の廃止に伴う退職慰労金

の打切り支給を決議いたしました。

　これに伴い、「役員退職慰労引当金」を全額取崩し、打切り支給額の未払分29,240千円を「長期未払金」とし

て固定負債の「その他」に含めて表示しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※１. 国庫補助金等により取得した固定資産の圧縮記帳累計額は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成28年12月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成29年９月30日）

建物 647,560千円 621,590千円

構築物 13,294 12,769

土地 100,000 100,000

 

　２．保証債務

 従業員銀行借入に対する保証は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成28年12月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成29年９月30日）

 8,273千円 2,532千円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりでありま

す。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成28年１月１日
至 平成28年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成29年１月１日
至 平成29年９月30日）

減価償却費 898,747千円 902,866千円
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（株主資本等関係）

　Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成28年１月１日　至　平成28年９月30日）

　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年２月26日

定時株主総会
普通株式 408,804 30 平成27年12月31日 平成28年２月29日 利益剰余金

平成28年６月15日

取締役会
普通株式 272,535 20 平成28年６月30日 平成28年８月19日 利益剰余金

 

　Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成29年１月１日　至　平成29年９月30日）

　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年２月24日

定時株主総会
普通株式 272,533 20 平成28年12月31日 平成29年２月27日 利益剰余金

平成29年７月７日

取締役会
普通株式 340,666 25 平成29年６月30日 平成29年８月18日 利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間（自　平成28年１月１日　至　平成28年９月30日）及び当第３四半期連結累計期間

（自　平成29年１月１日　至　平成29年９月30日）

当社グループは、電気測定器事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、次のとおりであります。

 
 
 
 

前第３四半期連結累計期間
（自　平成28年１月１日
至　平成28年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成29年１月１日
至　平成29年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 （円） 74.52 110.92

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益

金額
（千円） 1,015,490 1,511,467

普通株主に帰属しない金額 （千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属す

る四半期純利益金額
（千円） 1,015,490 1,511,467

普通株式の期中平均株式数 （株） 13,626,776 13,626,653

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２【その他】

　平成29年７月７日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（１）中間配当による配当金の総額 …………… 340,666千円

（２）１株当たりの金額 ………………………… 25円

（３）支払請求の効力発生日及び支払開始日 … 平成29年８月18日

（注）平成29年６月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払を行いました。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年10月27日

日置電機株式会社

取締役会　御中

 

太陽有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 泉　　淳一　　印

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 秋田　秀樹　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日置電機株式会社

の平成29年1月1日から平成29年12月31日までの連結会計年度の第3四半期連結会計期間（平成29年7月1日から平成29年9

月30日まで）及び第3四半期連結累計期間（平成29年1月1日から平成29年9月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、す

なわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビュー

を行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日置電機株式会社及び連結子会社の平成29年9月30日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第3四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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